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Ⅰ. はじめに
2025 年を目途に団塊の世代が 75 歳以上を迎え, 地域生活を可能にするための介護支援の需要
が高まるといわれる. このように多様な生活ニーズが高まる中, 厚生労働省は, これまで対象者
を高齢者・障害者・子どもとして縦割りで対応してきた時代から, 地域や個人が抱える様々な生
活課題を解決するために, 地域住民と行政等が協働することが求められている. これは, 様々な
生活課題を ｢我がごと｣ のようにして一緒に取り組む ｢地域共生社会｣ の実現を目指すものであ
る1). 厚生労働省が掲げる地域共生社会の実現に向けた 4つの骨子のうち, ｢地域を基盤とする包
括的支援の強化｣ や ｢専門人材の機能強化・最大活用｣ があり, 介護・福祉サービスを支える職
員の担う役割も大きいことが示唆され, 福祉・介護人材育成の重要性についても急務であること
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要 旨
福祉・介護サービスの職場 (以下, ｢福祉・介護職場｣ とする) では, 地域共生社会の実現に向
けて, ｢地域を基盤とする包括的支援の強化｣ 等の内容が示されており, 質の高いサービスが提供
できる人材育成が急務とされている. しかし, はっきりとした評価基準を作ることが難しいことが
指摘されている. そこで本研究は, 福祉・介護職場における人事評価・人事考課の課題について,
先行研究の概観から課題を明らかにすることを目的とした.
福祉・介護職場の人事考課においては, キャリアパス制度が進められているが, 各職層において
業務内容が多岐にわたるため, 固有の職務が見えづらいことで, 評価の観点が伝わりづらいことが
職員のモチベーションへ影響し, またそのことを改善するしくみがないことが明らかになった. ま
た, 事業所の規模によっても, 実施に影響することも明らかとなった. 今後の課題は, 規模によら
ず人事考課ができるしくみづくりのため実態調査を進め, 個別の現場に応じたキャリアアップの仕
組み構築についても検討する必要があると考えられる.
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が考えられる.
さらに, 2040 年には団塊ジュニア世代が 65 歳以上に達し, ますます高齢化社会に拍車がかか
ることが考えられ, 介護人材について人材不足についても考えられる. 国と地域が介護未経験者
に対する ｢参入促進｣ や, 専門職の ｢資質の向上｣, ｢労働環境・処遇の改善｣ を進めるための対
策に総合的・計画的に取り組むこととし, 2018 年 5 月第 7 期介護保険事業計画の介護サービス
見込み量等に基づき､ 都道府県が推計した介護人材の必要数を算出し, 年間 6万人程度の介護人
材確保が求められた2). 人材確保が急務とされているが, 2011 年に ｢福祉職・介護職の専門性の
向上と社会的待遇の改善に向けて｣ の提言において, 離職率の問題や転職を繰り返すこと, 介護
労働市場のミスマッチに関する問題について指摘されている3).
一方で, 量的観点以外にも少子・高齢社会の進展等の要因により, ますます国民の福祉サービ
スに対する需要の増大・多様化が見込まれ, 利用者本位の質の高い福祉サービスの提供が求めら
れ, 量的な確保のみならず質的な向上に重点を置いた対策が推進されている4).
このように, 福祉・介護人材については量的・質的な問題が考えられ, それには福祉・介護人
材の育成を検討していく必要があげられる. 2012 年から 2014 年に, 内閣府が実施する実践キャ
リア・アップ戦略キャリア段位制度実施事業が実施された. これは, 介護・福祉分野において,
キャリア・アップのしくみが構築されていない背景があり, ｢キャリア｣・｢能力｣ がより評価さ
れる社会の実現を目指した制度とされ, 2015 年からは, 厚生労働省に移管の上､ ｢介護職員資質
向上促進事業｣ として実施されている5).
また, 介護人材の処遇を改善する観点から 2009 年から介護職員処遇改善交付金事業が高齢分
野で展開され, 障害分野でも福祉・介護人材の処遇改善事業 (2012 年からは介護職員処遇改善
加算) が開始され, 福祉・介護職員の資質向上や雇用管理の改善を行うこと, また, キャリア形
成を行うことができる労働環境を整備することも目的としてあげられている6).
このような国や地域のサポートにより, 介護・福祉サービスの実践の見える化を図り, それが
適切に評価され, 目標達成には評価される仕組みづくりが求められている. 医療分野において病
院では, 2013 年文部科学省が示した ｢段階を踏んだ人材開発のための教育システム強化｣ を活
用し, 評価や目標, 教育の連動を軸にキャリアパスによる人材育成システムの構築についての取
り組みが実践されている7). 介護老人保健施設においては, 限られた人のなかに適正に配分する
か組織の問題として取り上げており, 人事考課を活用している事例も報告されている8).
多様なニーズに対応するための専門職を育てる観点として ｢人材育成｣ の観点が重要であるこ
と, それに似合う社会的待遇を得ることを実現するために, 適正な評価を得るための仕組みの構
築として ｢人事考課｣ の必要性は明らかである. しかし, 福祉・介護サービスの職場 (以下,
｢福祉・介護職場｣ とする) においては, はっきりとした評価基準を作ることが難しく, その運
用は施設独自で行われていることやすべてが運用できているわけではないことが指摘されてい
る9). また, 評価の基準に関して, 本人の仕事に対する意欲や態度といった曖昧な観点により,
職員の支援に対するモチベーションの低下にもつながっている10). このように問題は健在化され
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ているが, 課題が明確になっていないことが考えられる.
本研究は, 福祉・介護職場における人事評価・人事考課の課題について, 先行研究の概観から
課題を明らかにすることを目的とする.
Ⅱ. 人材育成の捉え方ついて
自身の業務においてどれだけ能力が向上したのかを具体的に振り返ることで, 支援の質の向上
にもつながっていく. このことが, ｢人材育成｣ の観点につながるのではないかと考えられる.
では, ｢人材育成｣ とはどのようなことなのか整理することを試みる.
まずは, 川喜多が述べる ｢人材育成｣ について, 海外の動向にも注目し, キャリアの観点につ
いてまとめている. キャリアについて, 一言で捉えることが難しいため, ｢労働・職業の世界で
生き方に限定されず, 人が次々と採っていく, 生の諸過程 (ライフプロセス) であり, それがあ
る種の生き方 (ライフスタイル) を表現するもの｣ と捉えている11). ここでは, 職業のみがキャ
リアの観点ではなく, それがその人の人生にもかかわっていることも提言されている. また, キャ
リアを開発する視点として, ｢自己責任を果たそうとする個人と, その人を必要とする側との協
働作業｣ であることを言及している12). これは,“個人の気の持ちよう”といった仕事に対する
モチベーションだけでないこと, また世の中側が悪いという自己中心的な視点ではなく, 個人と
組織での ｢協同作業｣ においてキャリア開発が実現することを意味する.
また, ｢人材育成論は, 科学としてはまだ幼児期である｣ と, 曖昧さについて指摘している13).
これは, ｢人材｣ について, 人を材料として扱っていることに異を唱え, ｢人財｣ と表記している
とこも紹介している. しかし, ｢材｣ は ｢才｣ という視点もあり, 立派な人を意味している. こ
こで大切なのは, 人材育成を感情で捉えることではなく, 人材を見抜く力が必要なこと, 誰のた
めに, 何のために人材とされるのかということを明確にしたうえで育成することが求められてい
ることである14).
では, ｢育成｣ とはどのようなことなのか. 人材育成の観点は, 組織と個人の協同作業である
ため, ｢組織が個人を教育すると同時に, 組織が学習する｣ ことが求められている15). 人材育成
が教育する立場から述べられることも多いため, この ｢協同作業｣ の観点を重視し, 組織側の学
習についても言及していることが特徴である. この内容の中で, ｢学習｣ とは, ｢既存の知を摂取・
模倣する｣ ことだと言われており, どう詰め込ませるのか, どう詰め込むのかという組織側の意
図的なはたらきかけが重要であることを言及している16). ｢教育｣ については, ｢かつて学んだこ
とで十分に考えないこと｣ とし, 個人は生涯学習の必要性について, 組織は永続学習の必要性に
ついて言及している17). 川喜多の, 人材育成については共同作業の中で, 個人も組織も学習して
いくことが人材育成であることがわかる.
｢協同作業｣ は, ｢共に心と力を合わせて物事を行う｣ 意味があり, 人材育成の観点では働く場
での実践となり, ｢協働｣ の観点での検討が必要であると考えられる. 個人行為と協働行為の違
川口 真実・綿 祐二
79
いについて藤井は, ｢前者は個人の動機に基づき自由意志によって選択されたものであるのに対
して, 後者はさまざまな動機をもつ多くの人間の行為や協働に係る多くの要素からその協働独自
の行為として新たに想像されたもの｣ と述べている18). 組織で実践することは, ｢ある目的を実
践するために調整されている｣ ものであるため, ｢ある目的を達成するために協働している｣ と
述べられている19). 個人の主観的な判断も求められるが, ｢個人にとっては客観的なもの｣ であ
るとされ, 個人側が組織の目的を理解しながら実践することが求められると考えられる20).
このように, 人材育成を捉える際に, 単に仕事のことだけではなく, 個人の人生にも影響を与
えることとして捉えられており21), その影響の幅広さが示唆された. また, 個人の努力や組織側
だけの努力ではなく, 協同作業として捉えることの重要性について示唆された. 特に, 個人は生
涯学習していく必要があり, 組織側も学習すること, さらに個人が生涯学習に向かうための働き
かけも重要であることが人材育成であるといえる. その際には, 自身の満足が得られる学習では
なく, 組織へどのように貢献できるのかという視点が求められると考えられる.
Ⅲ. 人事考課について
次に ｢人事考課｣ について, 高原が述べる人事考課について整理する22). 高原は, ｢人が人を
マネジメントするための手段の一つ｣ であるとし, このことを人事評価と述べている. これは,
人事考課と同意語で述べられており, ここでは人事考課としてまとめていくこととする. この人
事考課の手段として, ｢目標管理・成果評価｣, ｢能力評価｣, ｢情意 (態度) 評価｣ に区分され
る23). 人材をマネジメントする上での目的は, ｢処遇の格差付けに対する根拠の明確化｣ や ｢育
成指導ポイントの明確化｣ の二点をあげている23). 一つ目に関しては, 評価に関してフィードバッ
クの根拠を示すことで, 評価者が自信をもって説明することにもつながるといわれており, 二つ
目については, 課題を考えさせることを目的としている24). これは, ｢ 『課』 を考える｣ ことが
人事考課の本質であり, 課題を解決する力が培われることになり, そのことが人材育成へつなが
ると考えられる. 人事評価の処遇への活用目的としては, ｢昇給額の決定､ 賞与額の決定､ 昇格・
降格の決定､ 役職任用､ 配置 (転勤・異動)､ 退職金の算定への影響｣ があげられ, また, 企業
の発展の観点では, ｢人事評価､ 配置､ OJT､ 教育研修､ 自己啓発の仕組みの構築｣ があげられ
た25). ここでは, 個人の成長する過程は具体的に読み取ることができ, 仕事へのモチベーション
につながるなど, さらなる ｢個人の学習｣ へつながることが示唆される. しかし, 企業の発展か
らは, ｢組織側の学習｣ に関する視点については言及まで至らないため, 個人の努力が人事考課
に大きく影響することが推察される. これは, 絶対評価 (人事尺度基準に合わせて評価) と相対
評価 (評語・評価点ごとの分布率を示して､ 評価結果を決めるもの) の関係について, ｢相対評
価は､ Bの人も C､ Dになりうることがある｡ このように評価が曖昧になってくるため､ 最近は
絶対評価にすべきであるという考え方が主流｣ とされる26). つまり, 組織側が個人へどのように
客観的に説明できるのかという観点が, 大きく人事考課に影響を与えることが示唆された.
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また, 清水が述べる人事考課の観点についても触れる. ｢人事評価によって動機づけるには
『公平性』 が大前提になると強調｣ されることを指摘している. この ｢公平性｣ が担保される人
事評価が, 従業員の動機付けの前提になることを強調している27). この公平性を担保するために
は, 評価者が多いことで, 一人の評価に偏ることなく, ハロー効果がなくなることも指摘されて
いる. この公平の観点については, ｢経営との関連｣ で考える必要性があり, その理由として日
本の企業経営では職務が明確に決められないことや能力開発が求められることからも示されてい
る. 清水は, 従来の日本の人事考課は, 人間の能力開発の目的が入っていなかったことを指摘し
ている28). この能力開発は, 変化する環境の中での判断能力を開発することへつながり, 柔軟な
発想する能力を評価することで, 従業員の仕事に対するモチベーションにもつながっていくこと
が考えられる. なぜ, このように結果ではなく, 過程についても注目しているかというと, 能力
があっても給与に対して支払うことができる限界があるために, 会社の方では財源等の資源がか
ぎられており, その中で評価していくことが求められる ｢相対評価｣ の観点で実施せざるを得な
い限界性についても指摘している29). 清水の人事評価の観点から捉えた時, 個人の能力開発への
注目も見られるが, 限られた資源の中で評価することが求められるため, 仕事に向かう中でその
過程に注目する重要性についても示唆された.
人事考課のゴールとなる人事評価とのつながりについて検討してみると, 個人の学習する観点
については, 課題を考える力にもつながっていくため, 個人がどういった人材になりたいのかと
いう観点を評価する重要性についても考えられる. しかし, バーナードは組織の目標と個人の目
標が一致されることを指摘している30). バーナードがいた米国では人事考課があったわけではな
いが, 組織の理念を実現するには組織にいる個が同意して実践しないことには実現しない. その
ため, 個人を評価する際には, 組織の目標と関連付けながら実施することが求められる. しかし,
限れた資源の中で評価を行っていることがいわれており, これは, 個人の格差をつけていくよう
な処遇改善が最優先で検討されている現状が考えられる. また, ｢組織側の学習｣ については,
人事考課から読み取ることができないため, このことが人事評価へのつながりづらさにもつながっ
ていることが予想される.
Ⅳ. 福祉・介護職場の人事考課
これまでの内容については, 一般企業での人事考課について述べてきた. では, 福祉・介護職
場ではどのように展開されているのか, 先行研究から述べていくこととする.
倉田は, 社会福祉法人が人事考課に取り組む難しさについて指摘している. 福祉・介護職場に
おいてはいのちを対象とし, 高い専門的な技能が求められ, こういった分野だからこそ成長欲求
の強い職員こそ評価される仕組みを作る必要性について言及している31). しかし, 2011 年 ｢日本
学術会議社会学委員会福祉職・介護職育成分科会｣ が出した提言において, ｢介護職は基礎的な
職業教育が多様であるにもかかわらず､ それが職場内での介護業務や資格手当て等の賃金には必
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ずしも反映されていない｣ という問題が指摘されており, 能力に応じた適切な評価がなされてい
ない現状が推察される32).
このように, 福祉・介護職場では, 個人がどのような目標をもって成長していけばよいのかわ
からないため, 従事者のスキルを可視化した基準のあるキャリアパスの提示必要性があげられ
た33). そこで政府は, このような現状を改善するために, ｢実践キャリア・アップ戦略｣ の一環
として, ｢内閣府において介護キャリア段位制度｣ について, 福祉分野においても能力を図るこ
とができる制度を検討した. これは, 福祉・介護職場においても ｢キャリアパス｣ のしくみを明
確化することで, 福祉・介護職の社会的な地位の確立につなげたいことともに, そのことが支援
の質の向上につながっていくと考えられたものである. 介護キャリア段位制度における評価の仕
組みについては, 現場での OJTを通じて, 基本介護技術がどこまで備わっているのかを評価す
る共通的なしくみとなっており, 段階的に評価していく. この運用を定着するために, ｢キャリ
ア形成促進助成金｣ といった助成金や自治体の支援等がなされている34).
このキャリアパス制度の発展は, 福祉・介護職場において大きな期待につながると考えられる
が, 森は東京都社会福祉が実施した ｢キャリアパスおよび人材育成に関する実態調査｣ の結果を
もとに課題をあげている35). まずは, 各職層において業務内容が多岐にわたるため, 固有の職務
が見えづらくなっていること, 役職者の育成が施設内だけでは困難であること等の課題をあげて
いる36). 福祉・介護職場で対象とするのは利用者の生活となり, それはある時間だけ対応するよ
うな断片的なものではなく, 1 日 24 時間, 1 年 365 日と連続性のある生活において, 一人ひとり
歩んできた人生を大切にし, 個別的な実践が求められ,“1＋1＝2”というような明確な指標を示
すことが難しい. 例えば, 実態調査から指導的職員に求める資質の上位は, ｢人間性｣ や ｢意欲・
態度｣ といった主観的な内容が評価の観点に挙げられていることからもその課題が指摘されてお
り, 人事考課の運用において大きな課題になってくると考えられる.
小濱は, 処遇改善加算について職員の賃金に一部しか充当しなかったといった適切な運用の事
例を列挙し, 事業主側が職員へわかりやすく説明することの重要性についても言及している37).
また, グループホームのような小規模で運営している事業所においては, 等級を設けて差をつけ
ることが難しいことについても指摘されている38).
さらに, 矢崎は, 高度な能力を身に着けるために教育研修を実践するも, 劇的な効果が期待で
きる研修の運営の難しさについて指摘しており, そのことにより職員が漫然と参加しているだけ
になっていることも言及している39).
福祉・介護職場において, 社会的な地位確立のために多くの努力が費やされていることは感じ
られるものの, 評価が優先されていることにより, 個人が何を目指すべきなのか, さらに事業主
側が何を求めているのかという点が不明確になっていることが推察された. さらに, 福祉・介護
職場は, 高齢・障害・児童等といった多様な分野で展開されていることや規模によっても評価の
観点を検討する必要性についても考えられる.
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Ⅴ. まとめ
本研究の目的は, 福祉・介護職場における人事評価・人事考課の課題について, 先行研究の概
観から課題を明らかにすることであった.
多様なニーズに対応するための専門職を育てる観点として ｢人材育成｣ が求められ, それに似
合う社会的待遇を得ることを実現するために, 適正な評価を得るための仕組みの構築として ｢人
事考課｣ の必要性が考えられた. この専門職の人材育成では, ｢プロフェッショナルとは, 単に
それで稼いでいる人 (アマに対するプロ) ではなく, 特に長い教育を受け, 厳しい資格審査を受
けなければならぬエリート｣ と捉えることができる40). 特殊な人材育成を受け, 自己啓発をする
ことも期待されているが, そのような高度なものが求められる福祉・介護職場における専門職に
ついては, その評価が現場において運用が独自になっており, 曖昧な実践となっていることに多
くの課題が考えられた. その課題について以下の二点について述べていくこととする.
一つ目は, 人事考課のゴールは人材育成であることを明確にすることである. キャリアパス制
度も進められてきているものの, 研修に参加することに対する職員のモチベーションの低下が指
摘されていた. 研修に参加することでどのような力が身につくのか, それがどのような処遇につ
ながるのかといったキャリアパス制度のさらなる明確化が求められる.
永田は福祉人材育成において, ｢福祉経営者の意識改革やキャリアパス作成をはじめとする人
材育成の具体的方法等, 福祉職場が主導して推進していける人材育成方法論を検討しなければ,
根本的な解決に至らない｣ ことを指摘している41). 福祉・介護職場において多様なニーズに対応
できる支援者の養成のために, 人材育成の観点が求められているが, 具体的な方法が確立してい
ないこと, それを福祉・介護職場において率先して解決していかなければならない.
二つ目は, 目標管理制度の明確化についてである. 岸田は, 福祉サービスに求められる視点と
して, 利用者の主体性や尊厳を守るために, 利用者の今の姿だけでなく, 過去や未来を見据えた
支援が言及されている42). 福祉・介護職場は, 利用者の人生に携わる分野である. 利用者にとっ
て親しみのある人柄や意欲といった主観的事実の部分も求められることは現実としてある. 目標
管理制度は, 従業員個人またはグループや組織単位で目標を設定し､ その目標に対する達成度合
いを評価する仕組みであるため, その主観的事実をどのようにして客観的な指標として示すこと
ができるのかという点は, これからの検討材料として求められる. 介護福祉士の科目において,
コミュニケーションの要素が重視されていることも, この福祉・介護職場における特性の表れの
一つであろう.
福祉・介護サービスは, 地域共生社会へかじをきっており, 福祉施設においても地域福祉の一
端を担うという観点から ｢施設の社会化｣ を捉えなおすために福祉施設全体で取り組みが求めら
れている43). しかし, 福祉施設の組織だけでなく, 職員個人でも意識して資質向上に向けた取り
組みが求められる. 人事考課においても, 評価が目的ではなく, 多様なニーズに対応できる専門
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職のための人材育成の観点が求められる. それには個人と組織の ｢協同作業｣ であることから,
事業主側が何を求めているのか明確に説明できる力, 個人が成長したいと思えるような仕組みの
可視化を作る必要があると考えられる. 個人は, 生涯学習の観点で, 常に学び続け, それを利用
者のために還元していく視点が求められる.
今後取り組むべき課題は, 実態調査が少ないため, まずは多くの福祉・介護職場においてどの
ような実践がなされているか明らかにする必要がある. 福祉・介護サービスは, 複雑多様なニー
ズへ対応するため, 人事考課においても, 高齢・障害・児童等といった多種多様な分野での実態
や規模による人事考課の実態についても調査し, 福祉・介護職場におけるス人事考課のしくみを
構築する必要がある. しかし, グループホームのように小規模で展開している現場では人手不足
が深刻化しており, こういった人事考課制度の改善等まで手が回らない実情があると考えられる.
規模によらず人事考課ができるしくみづくり, その人事考課が個別の現場に応じたキャリア・アッ
プの仕組み構築についても検討する必要があると考えられる.
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